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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期
第３四半期
連結累計期間

第20期
第３四半期
連結累計期間

第19期

会計期間
自　2019年１月１日
至　2019年９月30日

自　2020年１月１日
至　2020年９月30日

自　2019年１月１日
至　2019年12月31日

売上高 （千円） 210,651 83,846 275,824

経常損失（△） （千円） △558,643 △611,860 △786,234

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △557,897 △611,030 △782,398

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △566,757 △610,970 △786,283

純資産額 （千円） 1,067,040 1,339,901 1,345,795

総資産額 （千円） 1,313,368 1,485,086 1,456,242

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △48.55 △44.09 △66.60

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 79.5 88.8 91.1

 

回次
第19期
第３四半期
連結会計期間

第20期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2019年７月１日
至　2019年９月30日

自　2020年７月１日
至　2020年９月30日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △20.66 △18.74

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

（当期）純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1）当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」からの重要な変更はありませんが、新型コロナウィルスの感染拡大の影響、終息時期等によっ

ては、当社グループの業績及び事業展開に大きな影響を与える可能性があります。

 

(2）当社グループが将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況そ

の他の提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

　当社グループは、当社新株予約権の行使による資金調達の実施により、前連結会計年度末の手元資金（現金及び

預金）残高は1,065,072千円となり、財務基盤については安定的に推移しております。一方で事業面におきまして

は細胞シート再生医療事業の重要課題である細胞シート再生医療第１号製品の早期事業化の道程を示すまでには

至っておりません。以上のことから、当社グループは当第３四半期連結会計期間において、引き続き継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在していると判断しております。

　当社グループは当該状況の解消を図るべく、引き続き以下の施策に取り組んでおります。

 

当社細胞シート再生医療第１号製品の早期事業化の実現と事業提携の推進による収益機会の獲得

　当社グループは、今後、食道再生上皮シート並びに軟骨再生シートの開発を推進し、当社細胞シート再生医療

第１号製品の早期事業化を実現すること、また事業提携先の開拓を通じて、更なる収益機会を獲得していくこと

で当該状況の解消を図って参ります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウィルス感染症拡大の影響により社会活動及び経

済活動が制限されたことから、企業収益が大幅に減少し、雇用情勢が急速かつ大幅に悪化いたしました。第３四半

期会計期間においては、緊急事態宣言の解除以降、政府による各種経済政策等により国内経済活動が徐々に再開の

動きがみられるものの、感染拡大の第２波、第３波が依然懸念されていることや収束時期の見通しが立たないこと

など、先行きの不透明感が極めて強い状況となっております。

　当社グループはこのような環境の下、全社員の健康と安全を確保するため、在宅勤務などの対策により感染拡大

防止に努めつつ再生医療支援事業及び細胞シート再生医療事業における活動を推進いたしました。この結果、当第

３四半期連結累計期間における売上高は83,846千円（前年同四半期比126,804千円の減少）、営業損失は602,577千

円（前年同四半期比47,670千円の増加）、経常損失は611,860千円（前年同四半期比53,217千円の増加）、親会社

株主に帰属する四半期純損失は611,030千円（前年同四半期比53,132千円の増加）となりました。

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

①　再生医療支援事業

　再生医療支援事業では、将来に向け更なる器材事業の成長を目指し、新製品の研究開発に取り組みました。

また販売面におきましては、コロナ禍による営業活動の制限があったものの、器材製品の拡販に向けた既存代

理店との更なる協業強化及び積極的な販売促進活動をした結果、第３四半期累計期間において、過去最高の売

上を達成することが出来ました。一方、当社細胞培養センターを活かした再生医療を支援する再生医療受託事

業については、共同研究先である東海大学より受託製造した先進医療にかかる１例目、２例目の自己軟骨再生

シートの売上があったものの、新型コロナウィルスの感染拡大の影響により、他の医療機関より受託製造の予

定に遅れが生じたことなどにより、当初の売上計画が未達となりました。

　以上のような結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は82,044千円（前年同四半期比6,393千円の

増加）、営業損失は45,610千円（前年同四半期比5,223千円の増加）となりました。

②　細胞シート再生医療事業

　細胞シート再生医療事業では、食道再生上皮シート及び軟骨再生シートの細胞シート再生医療等製品パイプ

ラインの自社開発を中心とした研究開発を推進しております。

　食道再生シートパイプラインでは、追加治験の治験届を2020年10月20日に提出いたしました。また製造販売

承認申請の時期につきましては、対象患者を限定したことやPMDAから当初の治験よりも多い症例数を求められ

ていることから、2025年を予定しておりますが、治験施設の追加等、治験期間の短縮に向けて検討を重ねて参

ります。
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　海外展開におきましては、新型コロナウィルスの感染拡大の影響により遅れが生じているものの、今後も引

き続き三顧股份有限公司（MetaTech(AP)Inc.）に対して食道再生上皮シート及び軟骨再生シート事業にかかる

支援を行って参ります。

　以上のような活動の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は1,802千円（前年同四半期比133,198

千円の減少）、営業損失は342,693千円（前年同四半期比68,537千円の増加）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べて15,091千円増加し、1,260,578千円とな

りました。これは、売掛金が42,373千円減少した一方で、現金及び預金が72,652千円増加したことなどによりま

す。

　当第３四半期連結会計期間末の固定資産は、前連結会計年度末に比べて13,752千円増加し、224,508千円となり

ました。これは、有形固定資産が2,944千円減少した一方で、投資その他の資産が16,740千円増加したことなどに

よります。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて28,844千円増加し、1,485,086

千円となりました。

 

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末に比べて34,738千円増加し、145,185千円となり

ました。これは、前受金が28,649千円、未払金が16,078千円増加したことなどによります。この結果、当第３四半

期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて34,738千円増加し、145,185千円となりました。

 

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて5,894千円減少し、1,339,901千円とな

りました。これは、新株予約権の行使に伴う新株の発行により資本金及び資本剰余金がそれぞれ300,911千円増加

した一方、親会社株主に帰属する四半期純損失611,030千円を計上したことによります。

 

(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は340,071千円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。

 

(4）継続企業の前提に関する事項について

　当社グループは、当社新株予約権の行使による資金調達の実施により、前連結会計年度末の手元資金（現金及び

預金）残高は1,065,072千円となり、財務基盤については安定的に推移しております。一方で事業面におきまして

は細胞シート再生医療事業の重要課題である細胞シート再生医療第１号製品の早期事業化の道程を示すまでには

至っておりません。以上のことから、当社グループは当第３四半期連結会計期間において、引き続き継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在していると判断しております。

　当社グループは当該状況の解消を図るべく、引き続き以下の施策に取り組んでおります。

 

当社細胞シート再生医療第１号製品の早期事業化の実現と事業提携の推進による収益機会の獲得

　当社グループは、今後、食道再生上皮シート並びに軟骨再生シートの開発を推進し、当社細胞シート再生医療第

１号製品の早期事業化を実現すること、また事業提携先の開拓を通じて、更なる収益機会を獲得していくことで当

該状況の解消を図って参ります。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において当社が新たに締結を行った経営上の重要な契約は、以下のとおりであります。

契約相手 契約書名 契約内容 契約期間

大日本印刷株式会社 器材製造委託基

本契約書

温度応答性細胞培養器材及び超低

付着性細胞培養器材の製造委託に

関する基本条件を定める契約。

2020年８月１日から

2021年12月31日まで

(１年毎の自動更新）

MetaTech(AP)Inc.

 

Amendment No.3

to

Collaboration

Agreement

Collaboration Agreementの有効

期間（2017年４月24日から10年を

経過するまで）を10年間延長する

契約。

2017年４月24日から20

年を経過するまで（原

契約である

Collaboration

Agreementの有効期

間）

学校法人東京女子医

科大学
 

共同研究契約書 細胞シート工学の実用化に向けた

基礎研究の共同実施を定める契

約。

2020年４月１日から

2021年３月31日まで

バークレイズ・バン

ク・ピーエルシー
 

第19回新株予約

権　第三者割当

契約証書

第19回新株予約権のバークレイ

ズ・バンク・ピーエルシーへの第

三者割当に関し、発行要項を含む

諸条件を定める契約。

2020年８月６日から契

約解除まで
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 35,537,600

計 35,537,600

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2020年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,613,019 14,806,419
東京証券取引所ＪＡＳ

ＤＡＱグロース

完全議決権株式であり権利

内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式で

あります。なお、単元株式

数は100株であります。

計 14,613,019 14,806,419 － －

（注）「提出日現在発行数」には、2020年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

    第20回新株予約権

決議年月日 2020年７月21日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 ４

新株予約権の数（個）※ 1,200

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 120,000 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 372 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 自 2023年１月１日 至 2024年８月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格     516 (注)２

資本組入額   258 (注)３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す

るものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
（注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2020年８月６日）における内容を記載しております。

 

(注)１ 本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株

とする。なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを

含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる

調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他付与株

式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

２　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。行使価額は372円とする。なお、本新株予約権の割当日後、当
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社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自

己株式の移転の場合を除く。）等、行使価額の調整を必要とする場合には、次の算式により行使価額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

     

既 発 行
株 式 数

＋

新 規 発 行
株 式 数

×
１ 株 あ た り
払 込 金 額

 
調 整 後
行 使 価 額

＝
調 整 前
行 使 価 額

×
新規発行前の１株あたりの時価

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に

係る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発

行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額

の調整を行うことができるものとする。

３　 (1)本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

(2)本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(１)記

載の資本金等増加限度額から、上記(１)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４　 (1)本新株予約権の保有者（以下、「本新株予約権者」という。）は、当社の2022年度に係る有価証券報

告書に記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成しない場合は、損益計算書とする。）にお

ける営業利益または営業損失（国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益または営業損失

等の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。以

下同じ。）の水準に応じて、当該有価証券報告書の提出日において当該本新株予約権者が保有する本

新株予約権のうち、下記に定める割合に限り、本新株予約権を行使することができる。

営業損失が６億円超の場合：０％

営業損失が５億円超６億円以下の場合：40％

営業損失が５億円以下または営業利益が１千万円未満の場合：70％

営業利益が１千万円以上の場合：100％

(2)本新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要する。ただし、2023年以降の任期満了による退任又は定年退職、その他正

当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(3)新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(4)本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(5)各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

５　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日

に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとす

る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとす

る。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

 

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
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組織再編行為の条件を勘案のうえ、(注)１に準じて決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（３）に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5)新株予約権を行使することができる期間

行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間の末日までとす

る。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)３に準じて決定する。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8)その他新株予約権の行使の条件

(注)４に準じて決定する。

(9)その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

第21回新株予約権

決議年月日 2020年７月21日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員 34

新株予約権の数（個）※ 1,159

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 115,900 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 372 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 自 2022年８月７日 至 2024年８月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格     516 (注)２

資本組入額   258 (注)３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す

るものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
（注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2020年８月６日）における内容を記載しております。

 

(注)１ 本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株

とする。なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを

含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる

調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他付与株

式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

２　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。行使価額は372円とする。なお、本新株予約権の割当日後、当

社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自

己株式の移転の場合を除く。）等、行使価額の調整を必要とする場合には、次の算式により行使価額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。
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既 発 行
株 式 数

＋

新 規 発 行
株 式 数

×
１ 株 あ た り
払 込 金 額

 
調 整 後
行 使 価 額

＝
調 整 前
行 使 価 額

×
新規発行前の１株あたりの時価

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に

係る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発

行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、上記のほか、本新株予約権の割

当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

３　 (1)本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

(2)本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(１)記

載の資本金等増加限度額から、上記(１)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４　 (1)新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監

査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当

な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2)新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(3)本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(4)各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

５　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日

に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとす

る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとす

る。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、(注)１に準じて決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（３）に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5)新株予約権を行使することができる期間

行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間の末日までとす

る。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)３に準じて決定する。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8)その他新株予約権の行使の条件

(注)４に準じて決定する。

(9)その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 

第19回新株予約権

決議年月日 2020年７月21日
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新株予約権の数（個）※ 35,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 3,500,000(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 372(注)２，４，５

新株予約権の行使期間※
自 2020年８月７日

至 2021年８月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円）※

発行価格 373.08

資本組入額 186.54(注)３，４，５

新株予約権の行使の条件※ （注）6

新株予約権の譲渡に関する事項※

本新株予約権は、当社取締役会の事前の承認がない

限り、割当先の関連会社以外の第三者に対して譲渡

することはできないものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ ―

   ※新株予約権の発行時（2020年８月６日）における内容を記載しております。

 

（注）１ 本新株予約権は行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であり、特質は以下のとおりであります。

(1)本新株予約権の目的である株式の総数は3,500,000株とする。但し交付株式数が調整される場合には、本新

株予約権の目的である株式の総数は調整後交付株式数に応じて調整されるものとする。

(2)当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）を行う場合には、

交付株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

調整後交付株式数＝調整前交付株式数×株式分割等の比率

(3)当社が下記「行使価額の調整」の規定に従って行使価額（以下に定義する）の調整を行う場合には、交付

株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かか

る算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、下記「行使価額の調整」に定める調整前行使価額

及び調整後行使価額とする。

 

調 整 後
交 付 株 式 数

＝
調整前交付株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額

 

(4)調整後交付株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る下記「行使価額の調整」(２)、(５)及び（６）に

よる行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

(5)交付株式数の調整を行うときは、当社は、調整後交付株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権に

係る新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前交付株式数、調整後交付株式数及

びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、下記「行使価額の調整」(２)の(E)に定める

場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこ

れを行う。

２　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

(1)各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に交付株式数を乗じた

額とするが、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げるものとする。

(2)本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」という）

は、当初372円とする。但し、行使価額は、下記「行使価額の修正」又は「行使価額の調整」に従い修正又

は調整される。

３　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定めると

ころに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる

場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資

本金の額を減じた額とする。
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４　行使価額の修正

2020年８月７日以降、行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という）の直

前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前

の終値）の93.5％に相当する金額に修正される。但し、かかる計算によると修正後の行使価額が下限行使価

額を下回ることとなる場合には、下限行使価額を修正後の行使価額とする。下限行使価額は186円とし、下記

「行使価額の調整」の規定を準用して調整される。

５　行使価額の調整

(1)本新株予約権の発行後、下記（２）に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合又は変更

を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使価額

を調整する。

     
既発行株式数 ＋

交付普通株式数 × １株当たり払込金額

 
調 整 後
行 使 価 額

＝
調 整 前
行使価額

×
時価

 既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数

 

(2)行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定める

ところによる。

(A)時価（以下に定義する。）を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（無償割当による場合

を含む）（但し、当社の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに当社普通株式を交付する場合、当社普通株式の交

付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の権利の行使によって当社

普通株式を交付する場合、又は会社分割、株式交換若しくは合併により当社普通株式を交付する合を除

く。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とする。以下同じ。）の

翌日以降又は（無償割当の場合は）効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、株主に割当を受ける権利

を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

(B)当社普通株式の株式分割をする場合

調整後行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

(C)時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は時価を下回る払

込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）その他の権利を発行する場合（無償割当による場合を含むが、当社又はその関係会社（財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。）の取締役その他の役員

又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除く。）調整後行使価額は、発行される取得請求権付株式の

全部に係る取得請求権又は新株予約権その他の権利の全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使

価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当日）の翌日以降又は（無償

割当の場合は）効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、株主に割当を受ける権利を与えるための基

準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

(D)当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の取得と引換えに時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

(E)上記（A）乃至（C）の場合において、基準日が設定され、且つ、効力の発生が当該基準日以降の株主総

会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記（A）乃至（C）にかかわらず、調

整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日

から当該承認があった日までに本新株予約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算出方法により、

当社普通株式を交付する。

 

株 式 数
（

＝

調整前
行使価額

― 調整後
行使価額

）×
調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数

 

 調整後行使価額

 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

(3)行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、

行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する

場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用

する。
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(4)（A）行使価額調整式の計算については、１円未満の端数を切り上げる。

（B）行使価額調整式で使用する「時価」は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に

始まる３０取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日

数を除く。）とする。平均値の計算については、１円未満の端数を切り上げる。

（C）行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がある場

合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ケ月前の日

における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した

数とする。また、上記(２)(E)の場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日にお

いて当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

(5)上記(２)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調

整を行う。

（A）株式の併合、資本金の額の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とすると

き。

（B）その他当社の普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額の調整を必要

とするとき。

（C）行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6)上記(2)の規定にかかわらず、上記(2)に基づく調整後行使価額を初めて適用する日が上記「行使価額の修

正」に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価額の調整及び下限行使価額の

調整を行う。

６　割当先であるバークレイズ・バンク・ピーエルシーは、2020年8月7日以降、100計算対象日（以下に定義す

る。）の期間（以下「行使コミット期間」という。）内に、保有する本新株予約権のうち10,000個の行使

を行うものとする。但し、各本新株予約権の行使は制限超過行使（新株予約権等の行使をしようとする日

を含む暦月において当該行使により取得することとなる株式数（以下「行使数量」という。）がMSCB等

（発行会社が第三者割当による募集により発行する有価証券）の発行の払込日時点における上場株式数の

10％を超えることとなる場合の、当該10％を超える部分に係る新株予約権等の行使）の制限に反しない限

度で行われるものとし、行使コミット期間の終了日より前に発行会社による本新株予約権の全部又は一部

の取得日が到来した場合には、割当先は本項で定める本新株予約権の行使を行う義務を免除される。「計

算対象日」とは以下の各号のいずれかに該当する日を除く取引日をいう。

①当該取引日における権利行使価額が本新株予約権の発行要項第10項記載の下限行使価額となる場合

②当該取引日における発行会社普通株式の株価（気配値を含む。）が一度でも直前取引日の発行会社普通

株式の終値の93.5％以下となった場合

③当該取引日が行使停止期間に該当する場合

④当該取引日において本新株予約権の行使を行うことにより、適用法令又は裁判所、行政官庁、機構、若

しくは自主規制機関の規則、決定、要請等に違反する可能性が高いと割当先が合理的に判断した場合

⑤災害、戦争、テロ、暴動等の発生又は売買停止措置等の実施により、当該取引日における本新株予約権

の行使又は本新株予約権の行使によって取得することとなる発行会社普通株式の売却が実務上不可能に

なった場合又はそのおそれがある場合

７　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1)本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、会社法第273条及び第274条の規定に従って

通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株

予約権（当社を除く）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得をする

場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。当社は、取得した本新株予約権を消却する

ものとする。

(2)当社が株式交換または株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で承認決議した

場合は、会社法第273条の規定に従って通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権

１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く）の保有する本新株予約権の全部を取得す

る。

当社は取得した本新株予約権を消却するものとする。

(3)2021年８月６日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く）の保有す

る本新株予約権の全部を取得する。

８　割当先であるバークレイズ・バンク・ピーエルシーとの取り決め内容

(1)当社による行使停止

当社は、2020年8月7日以降2021年8月6日までの間において、割当先による本新株予約権の行使を希望しな

い場合は、割当先が本新株予約権の全部又は一部を行使することができない期間について、新株予約権の

行使の停止を請求することができる。
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(2)本新株予約権の譲渡

割当先が、割当先の関連会社（当該当事者の直接又は間接の子会社及び親会社（最上位の持株会社を含

む）並びにかかる親会社の直接又は間接の子会社をいう。）以外の者に対して、本新株予約権を譲渡する

場合、当社取締役会の決議による承認を要する。

割当先は、本新株予約権を他の者に譲渡する場合には、割当先の本契約上の地位及びこれに基づく権利義

務も共に当該譲受人に対し譲渡しなければならない。この場合、各当事者はかかる譲渡に必要な措置を採

るものとし、かかる譲渡以後、本契約中の「割当先」は当該譲受人の名称と読み替えられるものとする。

本条に基づく割当先の義務は、当該譲受人及び本新株予約権のその後のすべての譲受人に承継されるもの

とする。

９　当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

１０　当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と会社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

該当事項はありません。

１１　その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　当第３四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下のとお

り行使されております。

第18回新株予約権については、当該四半期会計期間において行使はありません。

第19回新株予約権

 
第３四半期会計期間

（2020年７月１日から2020年９月30日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等の数(個)
3,536

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) 353,600

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) 324

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(千円) 114,670

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行

使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)
3,536

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)
353,600

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)
324

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(千円)
114,670

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2020年７月１日～

2020年９月30日（注）
353,600 14,613,019 57,526 4,173,246 57,526 1,395,043

　　（注）第19回新株予約権（3,536個）の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため

記載することができないことから、直前の基準日（2020年６月30日現在）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

 

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 －
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,253,900 142,539 同上

単元未満株式 普通株式 5,419 － 同上

発行済株式総数  14,259,419 － －

総株主の議決権  － 142,539 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式54株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

株式会社セルシード 東京都江東区青海二丁目５番10号 100 - 100 0.00

計 ― 100 - 100 0.00

（注）　当社は、自己株式のうち、単元未満の自己株式を54株所有しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年１月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ひので監査法人による四半期レビューを受けております。
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１　【四半期連結財務諸表】

(1)　【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2019年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,065,072 1,137,725

売掛金 56,562 14,188

商品及び製品 16,489 12,748

仕掛品 1,537 11,476

原材料及び貯蔵品 30,164 25,661

前払費用 19,093 20,780

その他 56,566 37,997

流動資産合計 1,245,486 1,260,578

固定資産   

有形固定資産 29,113 26,168

無形固定資産 552 509

投資その他の資産 181,089 197,830

固定資産合計 210,755 224,508

資産合計 1,456,242 1,485,086

負債の部   

流動負債   

買掛金 9,313 3,736

未払金 33,733 49,811

未払法人税等 10,574 6,005

賞与引当金 4,244 17,385

前受金 30,114 58,763

その他 22,467 9,483

流動負債合計 110,447 145,185

負債合計 110,447 145,185

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,872,335 4,173,246

資本剰余金 1,094,132 1,395,043

利益剰余金 △3,617,630 △4,228,661

自己株式 △227 △227

株主資本合計 1,348,609 1,339,402

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 － △321

為替換算調整勘定 △21,340 △20,958

その他の包括利益累計額合計 △21,340 △21,279

新株予約権 18,525 21,778

純資産合計 1,345,795 1,339,901

負債純資産合計 1,456,242 1,485,086
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(2)　【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 210,651 83,846

売上原価 39,014 32,177

売上総利益 171,637 51,669

販売費及び一般管理費   

研究開発費 379,645 340,071

その他 346,899 314,175

販売費及び一般管理費合計 726,544 654,246

営業損失（△） △554,907 △602,577

営業外収益   

受取利息 11 11

為替差益 291 182

受取手数料 340 204

還付加算金 175 47

その他 15 34

営業外収益合計 834 479

営業外費用   

支払利息 175 －

新株発行費 4,394 9,762

営業外費用合計 4,569 9,762

経常損失（△） △558,643 △611,860

特別利益   

新株予約権戻入益 － 1,737

特別利益合計 － 1,737

税金等調整前四半期純損失（△） △558,643 △610,122

法人税、住民税及び事業税 △745 907

法人税等合計 △745 907

四半期純損失（△） △557,897 △611,030

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △557,897 △611,030
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年９月30日)

四半期純損失（△） △557,897 △611,030

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △321

為替換算調整勘定 △8,859 381

その他の包括利益合計 △8,859 60

四半期包括利益 △566,757 △610,970

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △566,757 △610,970

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

当座貸越契約

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

当第３四半期連結会計期間末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
（2019年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2020年９月30日）

当座貸越極度額 150,000千円 150,000千円

借入実行残高 －千円 －千円

　差引額 150,000千円 150,000千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年９月30日）

減価償却費 3,493千円 6,637千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ．前第３四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年９月30日）

１　配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、新株予約権の行使に伴う新株の発行により、当第３四半期連結累計期間において資本金及び資本剰

余金がそれぞれ110,888千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が3,620,801千円、資本剰余

金が842,598千円となっております。

 

Ⅱ．当第３四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年９月30日）

１　配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、新株予約権の行使に伴う新株の発行により、当第３四半期連結累計期間において資本金及び資本剰

余金がそれぞれ300,911千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が4,173,246千円、資本剰余

金が1,395,043千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
再生医療支援
事業

細胞シート
再生医療事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 75,651 135,000 210,651 － 210,651

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 75,651 135,000 210,651 － 210,651

セグメント損失（△） △40,387 △274,155 △314,543 △240,364 △554,907

（注）１　セグメント損失の調整額△240,364千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に親会社本社の管理部門に係る費用であります。

２　セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
再生医療支援
事業

細胞シート
再生医療事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 82,044 1,802 83,846 － 83,846

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 82,044 1,802 83,846 － 83,846

セグメント損失（△） △45,610 △342,693 △388,304 △214,273 △602,577

（注）１　セグメント損失の調整額△214,273千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に親会社本社の管理部門に係る費用であります。

２　セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年９月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △48円55銭 △44円09銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千

円）
△557,897 △611,030

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）（千円）
△557,897 △611,030

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,491 13,858

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

第14回　850個

第15回　130個

－

－

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であ

るため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

(第19回新株予約権の権利行使)

当社が2020年８月６日に発行した第19回新株予約権につき、2020年10月１日から2020年11月11日までの間に、

以下のとおり行使されました。

(1) 新株予約権行使の概要

① 新株予約権の名称

 株式会社セルシード第19回新株予約権

② 行使価格

 １株あたり276～317円

③ 行使新株予約権個数

 4,336個

④ 行使者

 バークレイズ・バンク・ピーエルシー (Barclays Bank PLC)

⑤ 交付株式数

 433,600株

⑥ 行使価額総額

 124,606千円

(2) 当該新株予約権行使による発行済株式数及び資本金

① 増加する発行済株式数

 433,600株

② 増加する資本金の額

 62,537千円

 

(資金の借入)

当社は、2020年10月14日開催の取締役会において、手元資金を厚くする目的で長期借入による資金調達を行う

ことを決議しました。

(1) 長期借入金

① 資金使途　　　　　　　運転資金

② 借入日　　　　　　　　2020年10月27日

③ 借入先　　　　　　　　株式会社りそな銀行

④ 借入金額　　　　　　　100,000千円

⑤ 借入期間　　　　　　　10年間（返済据置期間５年間）

⑥ 借入金利　　　　　　　当初３年間無利子　４年後より1.4％

⑦ 担保提供資産の有無　　無
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(2) 長期借入金

① 資金使途　　　　　　　運転資金

② 借入日　　　　　　　　2020年10月27日

③ 借入先　　　　　　　　株式会社りそな銀行

④ 借入金額　　　　　　　60,000千円

⑤ 借入期間　　　　　　　10年間（返済据置期間２年間）

⑥ 借入金利　　　　　　　1.4％

⑦ 担保提供資産の有無　　無

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年11月11日

株式会社 セルシード

取締役会　御中

 

ひので監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 星　川　　明　子　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 羽　入　　敏　祐　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社セル

シードの2020年１月１日から2020年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020年

９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年１月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セルシード及び連結子会社の2020年９月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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